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地震・津波災害に強い南伊勢町づくり 

三重県南伊勢町五ヶ所湾 

南伊勢町長 
小山巧 
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（４）体力の維持向上 

はつらつ健脚運動（ゴムバンド体操） 

かがやき教室（介護予防教室） 
◎２３年度から、月２回の下肢 筋力強化運動
（ゴムバンド体操）と、介護予防・防災をセット
にした講習会を実施、半年毎に介護予防効
果測定 

◎運動習慣、心の健康、運動能力、日常生
活動作が維持・改善 

◎結果を踏まえ２４年度、指導者研修実施、 
２５年度から指導者研修を受けた町職員によ
り、各地区でゴムバンド体操を推進 

ゴムバンド体操 

日常的に歩く生活を楽しむ 
体力ＵＰは介護予防と防災対策 

かがやき教室 3 



結果のまとめ 

●日常生活動作が維持・改善 
  連続歩行・・・1時間以上の方が増えた 
  連続走行・・・不可能な方が減り、 
           走行可能な方が増えた 
   飛べる幅・・・不可能な方が減り、 
           50㎝飛べる方が増えた           
  階段の昇り・・楽に昇れる方が増えた 
 

※満足度が高くなった 
 

●このような結果を踏まえて 
平成２４年度 保健師及び防災課職員で指導者研修 
平成２５年度 職員により各地区に個別指導開始 
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（５）観光協会との取組み 
◎各宿泊施設が避難経路図を作成  ◎釣り客等の海上からの避難時間

の確認及び避難訓練 
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地震・津波災害に強いまちづくりに関する意見交換会 

三重県津市 

≪津波防災への取組状況について≫ 

平成２５年８月２日（金） 
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上部平場高さ：TP＋10.0m 
面積：約3.6ha（190m×190m）  
    ※津球場（グラウンド）約3個分の広さ 
現地盤高さ：TP＋3.0m 
造成必要面積：約6ha（220m×270m） 
土量：約470,000 m³ 
    ※１０ｔダンプ 約78,000台分 

●津波緊急避難場所として(仮称)香良洲高台防災公園を整備 

 ９ 平成25年度防災対策事業の特色ある取組② 

津波からの避難に活用ができる公共施設や民間施設が存在しな
い地域住民の安全の確保と不安の解消のため、高台を造成。 

海側 

山側 

①約20,000人（車約2,000台） 
   規模の避難が可能 
②河川しゅんせつ土などを利用 
  するための建設コスト低減、 
    スムーズな残土処理 
③伊勢湾を一望できる公園とし 
  て整備を行い、市民の憩い 
    の場も創出 

第１期 
：Ｈ24～28年度 
第２期 
：Ｈ29～31年度 
第３期 
：Ｈ32～33年度 

● 避難所＋津波避難ビル 
● 避難所 
● 津波避難ビル 

造成工事：国・県・市 

公園整備：市 

約２億 

約１億 

■事業費 

公共事業の推進
に伴う排出土の
処理が必要 

高台造成に要
する大量の土
が必要 

国土交通省・三重県津建設事務所の協
力のもと、河川しゅんせつ土や道路建
設・治山・砂防事業による排出土も有効
利用し、高台造成事業に取り組む 

マ
ッ
チ
ン
グ 
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【本町が取り組む防災対策】 

御浜町 防災課  
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沼津市の地震・津波対策 
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 緊急避難施設が少ない「避難困難地区」の解消が必要だが、 
 課題：津波避難タワーは、避難可能人数が少ない割に整備費が高額な上、 
     平時には活用できない。 

 ３-②  避難困難地区の解消に向けて 

       タワーからマウント（築山）へ 

 平時にも利用可能で、災害時には緊急避難場所になる「築山」を整備 

築山イメージ 
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  減災に向けての地震・津波対策の課題 

  「静岡県第4次地震被害想定」の公表を受けて  

          
 課題２ 減災対策の難しさ 

   

 １ 津波到達時間が早いという静岡県の地域特性 
  最短津波到達時間 ２～３分 
  昼間ではなく、冬の深夜などに津波が発生した場合に 
  どこへ、どのように緊急避難するか  
  
 ２  緊急津波避難施設が不足する地区への対策 
   津波の浸水被害が想定されている地区の内、緊急避難 
  施設が不足している地区がある。 
  ⇒人工の高台を整備する必要があるが、平時利用や建 
  設コスト、建設場所などが課題となる   
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町の津波防災対策    
 

  
静岡県吉田町 

 

                         
 

H25.8.9  
地震・津波災害に強いまちづくりに関する意見交換会 
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道路上の津波避難タワーの法的位置づけ 

■町道上には横断歩道橋と津波避難施設の 
 兼用工作物として町が設置します。 

◆横断歩道橋と津波避難施設の兼用工作物とは？ 
 通常時は、横断歩道橋として利用でき、災害時には、 
 津波避難施設として利用する２つの目的を兼ねた施設です。 

◆兼用工作物の法的根拠 
 
  横断歩道橋（道路法）と、 
 津波避難施設（災害対策基本 
 法第４０条：地域防災計画）が 
 相互に効用を兼ねる施設として 
 整備します。 
  （道路法第２０条第１項） 
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 地震・津波災害に強い
まちづくり 

焼津市 15 
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・東日本大震災以降の人口・企業の流出を防止する 

・沿岸部の製造業を中心とした企業が移転を希望 

・海抜１０ｍ以上の可住地面積のほとんどが農用地 

 区域であり移転困難 

  海抜 ５ｍ未満 総人口の５３％が居住 
  海抜１０ｍ未満 総人口の８６％が居住 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

農用地区域図  

④津波災害を踏まえた
土地利用の規制緩和 

■津波浸水区域外の標高が高い地域に住宅・ 

  事業用地を確保したい。 

 ・農用地区域（青地）の除外緩和（農振法） 

 ・市街化調整区域における都市計画法の 

   弾力的運用 

市役所 

駿
河
湾 

海抜５ｍ 

海抜１０ｍ 

農 地 
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地震・津波対策について 

袋 井 市 
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「きらりんタワー」  
 工期：H24.7月～12月 
 海抜：12ｍ 
 避難面積：約160㎡ 

1,300㎡ 

海抜10ｍ 

150号線 

「平成の湊命山」  
 工期：H24.11月～H25.10月末 
 海抜：10ｍ 
 避難面積：約1,300㎡ 

（イ）新規施設整備 
 ○津波避難タワー（約160㎡）幼稚園と保育園の隣接地へ 
 ○「平成の命山」H24.10月工事着手  

（ウ）命山の整備予定 
  ○中新田地区 ○湊西地区  
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太平洋 
伊勢湾 伊良湖岬 

三重県 

三河港 

田原市街地 

田原臨海部 

田原市の防災対策 

【１】 田原市の概要 
 

【２】 過去の自然災害 
 

【３】 南海トラフ巨大地震による被害想定 
 

【４】 大規模地震・津波災害を想定した田原市の取組 
 

【５】 新たな課題と今後の展望・方針 
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 観光客・企業従事者対策(帰宅困難者対策) 

■臨海企業従事者対策 
 ▲1日最大で1万5千人(市外従事者は1万人) 
 ○安全な避難場所の確保 
 ○安全・確実な帰宅支援 
 
 

■観光客 
 ▲1日平均1万人(土日はそれ以上) 
 ○迅速・安全な避難場所への誘導(分かりや 
  すいサイン標示の整備) 
 ○避難場所の確保 
 ○短中期滞在を考慮した避難所対策 

【帰宅支援ルートマップ】 

【観光マップ】 
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2013.08.16 
地震・津波災害に強いまちづくり 
に関する意見交換会資料 

地震・津波に強いまちづくり
ガイドライン 

豊橋市の課題・意見について 
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地震動対策への課題（１） 

本市では、避難所となる公共施設の耐震診断・改修
を、いち早く実施。 
 中央防災会議「耐震強化により被害が緩和」 
＜想定が震度７の公共施設の耐震対策＞ 
・公共施設（特に避難所）の耐震強化の基準。特に避
難所となる施設の耐震基準をどこまで上げなければ
いけないか、指針を示すべきと考える 
 ※公共施設でも、体育館のような大断面の施設と、
校舎施設の断面の考え方との違いを踏まえた耐震化
基準 
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地震動対策への課題（３） 

・愛知県の公表によると、本市の被害で全壊・焼失棟
数47000棟のうち、揺れによるものが34000棟。火災
によるもの13000棟（陸側ケース） 

・「防災上危険な木造住宅密集市街地の解消に取り
組む必要がある」（中央防災会議） 

＜密集する市街地への対策＞ 
 ・密集する市街地の危険性の解消は長期的な取り
組みが必要であり、指定を受けている密集市街地だ
けでなく、その危険性のある地域に対しても、国によ
る災害に強いまちづくりに向けた支援体制が求めら
れる 
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防災拠点施設は、平常時から利用することで災害時
に機能する拠点となる 
＜機能を果たす地域防災拠点の整備への対策＞ 
「平常時の機能が災害時に役立つ」という視点が重
要である 
 ・太陽光発電など自然エネルギーを活用する施設 
 ・地下水膜ろ過システムなどを活用したライフライン
の確保を図る施設           など 
社会基盤整備に該当させ、被災時の中枢機能として
整備を促すような制度を位置づけることが必要 

地域防災拠点整備の課題 
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西 尾 市 
西尾市 

西尾市防災マスコット 
  「ぼうサイくん」 

地震津波対策の取り組
み 
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その他の取り組み 
n 公共施設の再配置 
 避難施設としての利用を考えたホールのフラッ
ト化 
 空き部屋を備蓄倉庫として利用 
  ⇒ 施設のスリム化と防災機能アップの両立  

n 福祉避難所に関する協定 
 民間福祉団体など４７施設を福祉避難所に指定 

n 防災アドバイザー 
 群馬大学大学院の片田敏孝教授を防災アドバイ
ザーに任命 ⇒ 実践的な防災施策に反映 

 多方面からの取り組みを加速 26 



地震・津波災害に強いま
ちづくり 

に関する意見交換会 

愛知県南知多町 
町のキャラクター ミーナ 
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今 後 の 課 題 

県内最大の被害 ＝ 今までの対策の見直し 

 
町の特徴を踏まえた独自対策 

□ Ｂ/Ｃのみに囚われない「命を守る避難路」 
  としての道路の整備 
 

□ 観光旅行者が安心して来町できる町 
 

□ 災害時の利用を前提とした公共施設の整備 
 （施設・機能の複合化・強化）  

主要課題（３点） 
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 ◇宮城県の災害危険区域        出典：宮城県ＨＰ http://www.pref.miyagi.jp/soshiki/kentaku/saigaikikenkuiki.html  
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34 出典：農林水産省資料 http://www.maff.go.jp/tohoku/osirase/higai_taisaku/hukkou/pdf/130806_torikumi01.pdf 

 ◇東日本大震災復興特別法による農地転用許可みなしの事例 

 
 



35 
出典：農林水産省資料 http://www.maff.go.jp/tohoku/osirase/higai_taisaku/hukkou/pdf/130806_torikumi01.pdf 
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